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第 4 章 海外支援ニーズ調査 

 

4-1 調査の背景と目的 

 開発途上国の支援ニーズに的確に応え、質の高いプロジェクトを形成し、効果的に実施

するためには、個々の機関/個人が有する知見の範囲に限定されることなく、多機関の有す

る専門的、網羅的かつ高質な「知と経験」を有効に活用することが重要である。これを実

現するためには、国内の知的支援リソースおよび海外の支援ニーズに関する情報を収集し、

データベースで管理するとともに、両者のマッチングを分析することが必要である。この

ため、農国センターでは、平成 19 年度に国内支援リソースに関する調査を開始し、平成

20 年度からは海外支援ニーズに関する調査を行っている。調査によって得られたデータは、

開発途上国のニーズを満たし、且つ我が国の持つ知的リソースを有効に活用したプロジェ

クト形成の可能性を検討するために活用できる。しかし、より確度の高い国内リソースと

海外ニーズのマッチング分析を可能とするためには、さらに多くの情報を収集し、データ

ベースを拡充していく必要がある。 

 収集された国内の知的リソースと海外の支援ニーズに関する情報の分析は有用であるが、

実際の国際協力プロジェクトの形成に当たっては、それだけでは不十分である。プロジェ

クトの関係者どうしが面談し、協議を重ねることが必要である。また、現地の状況を十分

に把握し、研究環境や共同研究者の適性などを踏まえて、プロジェクトの実現可能性を多

面的に検討することが求められる。優良なプロジェクトを形成するためには、現地調査を

行い、現地の関係者との協議や現場の観察を通して共通認識を形成することが重要である。 

 そこで、今年度は、海外支援ニーズに関する情報をさらに充実させるため、「知的援助に

対する開発途上国のニーズに関するアンケート調査」を昨年度に引き続き行った。また、

農学知的支援ネットワークを利用した共同提案プロジェクトを構築するのに有用な情報を

広く収集し、これまでの相手機関との関係をさらに深めることを目的として、海外現地調

査を実施した。 

 

4-2 Web システムによるアンケート調査 

4-2-1 調査方法 

 本年度は、ケニア、マダガスカルおよびウガンダにおける農学関連分野で研究／教育に

従事する個人ならびに機関を対象に海外支援ニーズに関するアンケート調査を、筑波大学

が開発したインタラクティブ Web システムを介して行った。アンケートフォームは、国内

リソースとのマッチング分析を行うことができるよう、平成 20 年度の調査と同じものを使

用した（附録）。ケニアとウガンダについては、平成 20 年度にもアンケート調査を行って

おり、本年度の調査は追加調査として位置づけられる。マダガスカルについては、本年度

初めて調査を行った。 

 アンケート調査の実施に当たっては、ケニア、マダガスカルおよびウガンダの大学や研
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究機関を訪問し、協力を依頼した。アンケート回答期間は、1 月 22 日から 2 月 15 日まで

とした。今年度の調査では、3カ国の 14 機関から 34 件の回答が得られた（第 1表）。昨年

度得られた 155 件と併せると、回答数は 189 件となった（第 2表）。なお、国内リソースの

調査は、今年度実施しなかったが、平成 19、20 年度の調査によって、計 417 件の回答が得

られている。 

 

国 件数 割合（%）

マダガスカル 18 52.9

ケニア 11 32.4

ウガンダ 5 14.7

（回答件数：34）

第1表　2009年度ニーズ調査回答件数

 

 

国 件数 割合 国 件数 割合

ケニア 39 20.6 南アフリカ 5 2.6

インドネシア 25 13.2 インド 4 2.1

タンザニア 23 12.2 中国 3 1.6

ブルキナファソ 20 10.6 ベナン 2 1.1

ウガンダ 19 10.1 フィリピン 2 1.1

マダガスカル 18 9.5 アルバニア 1 0.5

ガーナ 15 7.9 ニューカレドニア 1 0.5

バングラデシュ 11 5.8 ベトナム 1 0.5

（回答件数：189）

第2表　ニーズ調査の国別回答件数（2008-09年度合計）

 
 

4-2-2 調査結果 

1) 海外支援ニーズの現状 

今年度調査を行ったケニア、マダガスカルおよびウガンダを対象に、昨年度の回答も含

めて分析した。ケニア、マダガスカル、ウガンダの海外ニーズアンケート回答者が希望す

る国際協力の活動タイプを第 3表に示した。「国外（日本）への留学（研究生）」と「自国

内における実証試験/調査/研究」については、3カ国共通して、希望が多かった。他方、「自

国内におけるオーダーメード型技術指導／OJT」と「自国内における体系化された集団研修

コース」は 3 カ国とも希望が少なかった。「学術交流/連携教育」、「国外（日本）における

オーダーメード型技術指導／OJT」および「国外（日本）における体系化された集団研修コ

ース」については、ケニアで希望が多かったのに対し、マダガスカルでは希望が少なかっ

た。「日本からの普及活動／技術の現地適用」については、ケニアとマダガスカルからの希

望は多かったのに対し、ウガンダからの希望は少なかった。 

 

 - 58 -



名古屋大学「農学知的支援ネットワーク」 
 

第3表　途上国が希望する国際協力の活動タイプ（2008－09年度ニーズ調査、回答件数：34）

　　　　　　活動タイプ ケニア マダガスカル ウガンダ

国外（日本）への留学（学位取得型）  4 0 2

国外（日本）への留学（研究生）  6 5 3

自国内におけるオーダーメード型技術指導／ＯＪＴ 2 1 1

自国内における実証試験／調査／研究  3 4 4

自国内における体系化された集団研修コース  3 2 2

日本からの普及活動／技術の現地適用 4 4 1

学術交流／連携教育 6 1 0

国外（日本）におけるオーダーメード型技術指導／ＯＪＴ 6 1 3

国外（日本）における体系化された集団研修コース  5 0 3

（回答件数：76）  

 

 海外支援ニーズを分野毎に集計し、第 4表に示した。ケニアとマダガスカルでは、「作物

生産」と「地域・農村開発」分野におけるニーズが高いことが明らかになった。他方、ウ

ガンダでは、「バイオサイエンス」分野のニーズが高かった。ケニア、マダガスカルおよび

ウガンダにおいては、「水産」、「社会・経済」、「農業・農村インフラ」、「健康・食の安全」、

「農水産物利用」、「林業」分野に関するニーズは少なかった。 

 

第4表　ケニア、マダガスカルおよびウガンダにおける海外支援ニーズの分野

ニーズの分野 ケニア マダガスカル ウガンダ

作物生産 15 6 2

地域・農村開発 9 7 0

バイオサイエンス 2 1 5

環境 3 1 2

資源・エネルギー 2 1 2

家畜生産 2 0 3

林業 0 0 3

農水産物利用 0 1 2

健康・食の安全 2 1 0

農業・農村インフラ 2 0 0

社会・経済 2 0 0

水産 0 0 0

合計 39 18 19

（回答件数：76）  

 

海外支援ニーズに関係するキーワードの選択回数を国ごとに示した（第 5、6，7表）。ケ

ニアでは、「貧困削減」が最も多く、次いで、「アグリビジネス」、「生物多様性」、「ポスト

ハーベスト」、「農水畜産物流通・貿易」が多く選択された（第 5表）。マダガスカルでは、

「種苗生産」、「土壌保全」、「作物保護（病害虫管理、IPM など）」、「不耕起栽培」、「農民組
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織化」、「農家生活」、「保全農業（持続農業）」および「農業教育（普及含む）」が多く選択

された（第 6 表）。ウガンダでは、「生物多様性」、「リモートセンシング (GIS)」、「気候変

動・温暖化」、「作物育種（ゲノム含む）」、「作物保護（病害虫管理、IPM など）」、「ポスト

ハーベスト」および「食品保蔵」の選択回数が多かった（第 7表）。 

 

件数 順位 件数 順位
貧困削減 18 1 10 28
アグリビジネス 17 2 10 28
生物多様性 15 3 23 2
ポストハーベスト 15 3 7 50
農水畜産物流通・貿易 15 3 6 56
気候変動・温暖化 14 6 10 28
作物保護（病害虫管理、IPMなど） 14 6 14 15
農業教育（普及含む） 14 6 23 2
農業政策 13 9 17 10
農民組織化 13 9 19 7
農家生活 13 9 12 18
保全農業（持続農業） 13 9 16 12
作物育種（ゲノム含む） 12 13 22 4
農業情報 12 13 5 64
ジェンダー 12 13 5 64

キーワード

第5表　キーワードから見たケニアのニーズと日本のリソースの対応状況

日本のリソースケニア

 
 

件数 順位 件数 順位
種苗生産 7 1 12 18
土壌保全 6 2 19 7
作物保護（病害虫管理、IPMなど） 6 2 14 15
不耕起栽培 6 2 7 50
農民組織化 6 2 19 7
農家生活 6 2 12 18
保全農業（持続農業） 6 2 16 12
農業教育（普及含む） 6 2 23 2
気候変動・温暖化 5 9 10 28
生物多様性 5 9 23 2
環境ストレス 5 9 16 12
水・土壌管理（肥培管理） 5 9 19 7
食品加工（農産・畜産・水産） 5 9 8 46
貧困削減 5 9 10 28

キーワード

第6表　キーワードから見たマダガスカルのニーズと日本のリソースの対応状況

日本のリソースマダガスカル
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件数 順位 件数 順位
生物多様性 7 1 23 2
リモートセンシング (GIS) 6 2 6 56
気候変動・温暖化 5 3 10 28
作物育種（ゲノム含む） 5 3 22 4
作物保護（病害虫管理、IPMなど） 5 3 14 15
ポストハーベスト 5 3 7 50
食品保蔵 5 3 8 46
農業施設 4 8 4 76
遺伝資源 4 8 26 1
遺伝子工学 4 8 12 18
環境ストレス 4 8 16 12
家畜栄養 4 8 5 64
資源管理 4 8 12 18

キーワード

第7表　キーワードから見たウガンダのニーズと日本のリソースの対応状況

ウガンダ 日本のリソース

 

 

2) 国内リソースと海外ニーズのマッチング 

国内リソースと海外ニーズに関するデータのプロジェクト形成への活用方法を検討する

ため、ケニア、マダガスカルおよびウガンダにおける支援ニーズと国内支援リソースのマ

ッチング分析を試みた。 

ケニアにおいて選択回数が多かったキーワードには、農家の生活向上や作物生産に関連

するものが多かった（第 5表）。ケニアにおける支援ニーズに関連する分野としては、「作

物生産」と「地域・農村開発」の回答数が最も多かった（第 4表）。したがって、ケニアに

おいては、作物生産を主な生業とする農村を対象とした農家の生活改善に関するニーズが

高いものと考えられる。ケニアにおいて選択回数が多かったキーワードのうち、「農業教育

（普及含む）」、「農民組織化」、「農業政策」、「作物育種（ゲノムを含む）」、「作物保護（病

害虫管理、IPM など）」および「生物多様性」については、国内リソース調査における選択

回数も多く、海外ニーズと国内リソースの適合性が高いものと考えられる（第 5表）。しか

し、「ポストハーベスト」、「農水畜産物流通・貿易」、「ジェンダー」および「農業情報」に

ついては、国内におけるリソース不足が示唆された（第 5表）。また、ケニアの回答者が希

望する国際協力の活動タイプについては、研修および教育に関するものが多かった（第 3

表）。これらのことから、ケニアに対する我が国の国際協力については、「農業教育（普及

含む）」、「農民組織化」、「農業政策」、「作物育種（ゲノムを含む）」、「作物保護（病害虫管

理、IPM など）」および「生物多様性」を主な対象分野とする国際教育協力を通じて、作物

生産の向上による農家の生活改善を目指すのが有効な戦略であると考えられる。 

マダガスカルにおいて選択回数が多かったキーワードには、保全農業や農家の生活に関

連するものが多かった（第 6表）。マダガスカルにおけるニーズに関連する分野としては、

「作物生産」と「地域・農村開発」の回答数が最も多かった（第 4表）。したがって、マダ
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ガスカルにおいては、保全農業の確立に立脚した農家の生活向上に関するニーズが高いも

のと考えられる。マダガスカルにおいて選択回数が多かったキーワードの内、「土壌保全」、

「農民組織化」、「農業教育（普及含む）」、「水・土壌管理（肥培管理）」、「生物多様性」、「保

全農業（持続農業）」、「環境ストレス」および「作物保護（病害虫管理、IPM など）」につ

いては、国内リソース調査における選択回数も多く、海外ニーズと国内リソースの適合性

が高いものと考えられる（第 6表）。一方、「不耕起栽培」および「食品加工（農産・畜産・

水産）」については、国内リソースの不足が示唆された（第 6表）。マダガスカルにおいて

は、国際協力の活動タイプとして、研究および普及に関連する活動を希望する回答者が多

かった（第 3表）。マダガスカルにおいては、保全農業に関する研究開発および技術普及に

対する協力を通して、農家の生活改善に貢献することが有効な戦略であると考えられる。 

ウガンダにおいては、環境問題ならびに作物生産に関係するキーワードが多く選択され

た（第 7表）。ウガンダにおける支援ニーズに関連する分野としては、「バイオサイエンス」

が最も多くの回答を集めた（第 4表）。ウガンダの回答者が希望する国際協力の活動タイプ

は、研究に関するものが多かった（第 3表）。したがって、ウガンダにおいては、環境問題

や作物生産に関する課題における共同研究に対するニーズが高いものと考えられる。「生物

多様性」、「作物育種（ゲノム含む）」、「遺伝資源」、「環境ストレス」および「作物保護（病

害虫管理、IPM など）」については、支援ニーズと国内リソースの適合性が高いものと考え

られる（第 7表）。一方、「リモートセンシング (GIS)」、「家畜栄養」、「ポストハーベスト」、

「農業施設」、「食品保蔵」については、リソース不足が示唆された（第 7表）。 

以上のように、国内リソースと海外ニーズのマッチング分析を行うことにより、それぞ

れの国の海外支援ニーズに基づき、我が国の持つ知的リソースを有効に活用するための方

策を検討することが可能となる。海外支援ニーズと国内リソースのマッチング分析と現地

調査を組み合わせたプロジェクト形成・実施支援の仕組みを整備するとともに、プロジェ

クト形成のノウハウを蓄積し、農学知的支援ネットワーク関係者で共有していくことが今

後の課題である。 
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4-3 現地調査 

本年度は、インドネシア、バングラデシュ、カンボジア、ウガンダ、ケニアおよびマダ

ガスカルにおいて海外現地調査を行った。海外現地調査では、現地の援助ニーズおよび国

際共同研究プロジェクトのシーズを探るべく、関係機関を訪問し聞き取り調査を行った。

また、国際協力イニシアティブ事業や農学知的支援ネットワーク等に関する説明を行い、

平成 21 年度「知的援助に対する開発途上国のニーズに関するアンケート調査」への協力を

依頼した。以下は、調査対象 6カ国に関する現地調査の報告書である。 
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4-3-1 インドネシア 

中野秀雄（名古屋大学大学院生命農学研究科教授） 

 

１．出張期間：2009 年 9 月 28 日～2009 年 10 月 3 日 

 

２．訪問先機関・面会者名： 

マタラン大学：Muahamad Ali 博士、Mansur 教授（学長）、Sulaiman 博士 

HEPATIKA 研究所：Mylyanto 教授 

JICA インドネシア事務所：舘山駐在員 

RISTEK：中村アドバイザー、Teguh 副大臣、Tiomega 副局長 

Eikman 分子生物学研究所：Syafruddin 博士、Josephine 博士 

インドネシア大使館：安川書記官 

高等教育院：Nizam 秘書官、Suryo 局長 

インドネシア研究評議会：Tusy 秘書官 

 

３．訪問日程概要： 

9 月 28 日−29 日 マタラム大学大学、HEPATIKA 研究所、JICA インドネシア事務所訪問 

9 月 30 日 RISTEK、Eijkman 分子生物学研究所訪問 

10 月 1 日 日本大使館 高等教育院 訪問 

 

４．調査内容： 

４-１．日本の大学等との共同研究プロジェクトのシーズ調査について 

昨年度の調査訪問とそれ以降の先方との意見交換から、マラリア感染症に関す

る研究調査に絞って共同研究のための調査を行った。まずマタラム大学にて当地

でのマラリア感染症に対する検査、および治療の現状から、検査用新規抗体の取

得、インドネシア原産植物からのマラリア治療薬の開発、マラリアワクチンの開

発などにたいする要望が強いことが分かった。以上の調査を元に、以下に記すよ

うな研究プロジェクトを提案することとした。またこの提案に関して、インドネ

シア政府機関である RISTEK や高等教育院の担当事務官に説明した。 

提案プロジェクト名：マラリア感染症制圧のイノベーション：マラリア患者由来

抗マラリア原虫ヒトモノクローナル抗体の取得と解析、ワクチン開発、および現

地植物由来抗マラリア薬、原虫の地域性に対応した検査キットの開発 

 

（背景） 

 マラリアは、世界中で最も多くの患者が発生する感染症であり、公衆衛生上の世界的問

題の一つである。2008 年の WHO による世界マラリア報告書によると、2006 年には、109 ヶ
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国において 33 億人がそのリスクにさらされており、そのうち 2億 4700 万人の患者が発生

し、88 万人が死亡している。特にインドネシアにおいては 2001 年の調査では 7000 万人が

マラリア蔓延地帯に居住し、1500 万人が感染している。 

 従って迅速でかつ正確なマラリア診断キットは、死亡率を減少させ、また特に薬剤耐性

のマラリア原虫の診断には必須である。現在利用可能なマラリア診断法は、臨床診断と光

学顕微鏡である。しかしながら最もよく用いられる臨床診断では、他の病気との症状が似

ていることもあり、その信頼性は低い。ギムザ染色による顕微鏡観察は確立された方法で

あるが、非常に時間がかかることと、特にマラリア蔓延地帯では熟練した技術者が足りな

いという問題がある。また薬剤耐性マラリアの診断には役立たない。 

一方ワクチン開発も全世界で精力的に進められているが、今のところマラリア感染予防

に決定的な効果のある製品は開発されていない。 

 

（インドネシアのニーズ） 

イムノクロマトによる簡易キットが、マラリア原虫の Plasmodium falcifarum 抗原蛋白

質 histidine-rich protein 2 (HRP2)および乳酸脱水素酵素  (pLDH)に対して作られてい

る。インドネシアでは Entebe kit (Indonesia), Malaria Ag (Korean), Parasight-F test 

(USA)が現在市販されているが、いずれもインドネシアで単離されたマラリア原虫に対する

抗体ではなく、そのためインドネシアで蔓延している原虫の抗原蛋白質とは配列が異なる

ことから、十分な検出感度が得られていない。Tayler ら (2002)による調査では、現在市

販されている マラリア検査キット Parasight-F test では、ブラジルやスリランカにおい

ては高い検出感度（90％以上）を示しているが、インドネシアでは 60％程度と極めて低い

ことが報告されている。またその理由として抗原の遺伝子配列のバリエーションが大きい

ことが実験的に証明されている。また外国製であるためインドネシア全土で用いるにはコ

ストが高すぎる欠点がある。そのためインドネシアで採取されたマラリア原虫の有する抗

原蛋白質に対する抗体を取得し、検査キットを作成する必要がある。さらに抗マラリア薬

耐性判定検査キットは、治療現場においては非常に望まれている。インドネシアで採取さ

れた原虫の９０％はクロロキン耐性を有しており、治療の第一候補は ACT（Artemisinin

混合治療：Artenusat + amodiaqin または Dihydroartimisin + piperaquin）である。しか

しながらこれらの薬剤は、インドネシアでは非常に高価で、また副作用も強いことから、

周辺部ではいまだにクロロキンが最初の薬剤として使われている。従って安価な薬剤耐性

検出キットは、治療現場において適切な薬剤投与を大いに助けることになる。また全世界

的にはクロロキンが長い間使用されなくなることで、再びクロロキン感受性の原虫が増加

することが予想されている。 

また当然のことながら、効果的なワクチンおよび安価な治療薬の必要性は大きい。特に

マラリアが流行している熱帯地方においては、多くは生活水準が高くなく、また安価なク

ロロキン耐性の原虫の比率が高まっている現状においては、 新たな薬剤の開発が望まれ
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ている。 

 

（研究概要） 

以上の背景に基づき、インドネシアにおけるマラリア制圧のため、１）インドネシアか

ら単離されたマラリア原虫由来の HRP2 および pLDH に遺伝子産物に対するモノクローナル

抗体を取得し、安価でかつ現地で検出確度の高い検査キットを開発する。２）原虫のクロ

ロキン耐性を簡易に検査できるキットを開発する。３）現地に生息しているマラリアに効

果があるとの伝承がある植物を中心に、新規なマラリア治療化合物を検索する。４）ワク

チン候補分子として MSP119 の微生物を用いた生産系を確立し、その評価を行う。 

 

（研究組織） 

日本側：名古屋大学大学院生命農学研究科、自治医科大学 

インドネシア側：Mataram 大学 医学部、Mataram 大学動物科学部、Eijkman 分子生物学

研究所、BPPT 医薬技術研究センター 、Hepatika 研究所 

 

（現状） 

上記提案書は JST の地球規模課題対応国際科学技術協力事業に提出したが、残念ながら

不採択の連絡が JST から送られてきた。しかし今後もインドネシア側と共同研究を進め、

研究実績を上げながら、再度プロジェクトを提案する予定である。 
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4-3-2 バングラデシュ 

宮島郁夫（九州大学熱帯農学研究センター准教授） 

 

１．出張期間：平成 22 年 1 月 24 日（日）～2月 7日（日）（2月 2日～7日は別用務） 

 

２．訪問先機関・面会者名 

ボンガボンデゥ・シェイク・ムジブル・ラーマン農業大学： 

Dr. Md. Abdul Mannan Akanda（学長・植物病理学分野・教授） 

 Dr. Md. Giashuddin Miah（アグロフォレストリー分野・教授） 

 Dr. Md. Mahbubar Rahman（昆虫学分野・教授） 

 Dr. Md. Toffazal Hossain（作物学分野・教授） 

 Dr. Md. Zinnatul Alam（昆虫学分野・教授） 

 Dr. Md. Abiar Rahman（アグロフォレストリー分野・助教） 

 

３．訪問日程：平成 22 年 1 月 26 日（火） 

 

４． 調査内容 

（現在の研究テーマと海外援助ニーズ） 

 ボンガボンデゥ・シェイク・ムジブル・ラーマン農業大学（Bangabandhu Sheikh Mujibur 

Rahman Agriculture University (BSMRAU)）は前身がバングラデシュ農業大学院

（Institute of Postgraduate Studies in Agriculture (IPSA)）であり、九州大学農学

部と九州大学熱帯農学研究センターはIPSAに対して1985年から10年間にわたって国際

協力事業団（現 国際協力機構：JICA）のプロジェクト方式技術協力を行ってきた。この

IPSA プロジェクト終了後も、フォローアッププログラムの実施や BSMRAU が実施する国

内研修への協力など、本学は BSMRAU と緊密な関係を持ち続けている。 

  

  今回の訪問では，次年度から開始予定の JICA 草の根事業に関する事前調査も兼ねてい

たが、上述の Mannan 学長他 BSMRAU の執行部の先生方に対して今回の海外援助ニーズの

調査実施について了解をいただいた。実際の調査ではアグロフォレストリー分野の

Abiar博士を通じてBSMRAUの教官に対してメールで質問用紙を送付して回答を依頼する

とともに、紙媒体の回答様式を渡して協力を依頼した。また、インタラクティブ Web シ

ステムを利用したインタビューへの回答も依頼した。 

  今回の調査では BSMRAU の４名の教員から回答が得られた。それぞれの教員の研究分野

は「ストレス生理学と生態学」、「アグロフォレストリーと環境」、「ストレス生理学と土

壌および作物管理」、「農業経済」であった。 

  それぞれの教員が現在行っている研究テーマは「雨季に適した野菜品種の育成」、「バ
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ングラデシュ南部の海岸部における塩害耐性野菜品種の育成」、「栽培期間の短い冬野菜

の開発」、「作物の耐水性」、「イネの耐乾性」、「農村部の貧困層減少を目指したアグロフ

ォレストリーシステムの開発」、「園芸生産物の輸出による農民の能力開発」などであり、

今回の調査で回答が得られた教員はそれぞれ２～５の研究テーマをもっていた。 

 一方、今後日本の大学と希望する共同研究のテーマとしては、「地球温暖化等の気候変

動に対応した作物の開発」、「水耕栽培等による高品質野菜の栽培」、「持続的作物生産を

目指した生物多様性農業」、「作物の収量改善のための生理学的基礎研究」、「農業に対す

る気候変動の影響調査」、「アグロフォレストリーにおける微気象の変化」、「新規育成品

種と農業生産技術の農民への普及を目的とした農業協同システムの開発」、「近代的手法

を用いた農業協同システムの情報紹介及びコミュニケーション技術」等である。 

  これらの提案を概括すると、「乾燥や多雨を含めた広義での気候変動に耐性をもつ新し

い園芸作物の育種」と「農業協同システムの改善」に関するテーマがニーズであると思

われた。特にこれらのなかで、農業経済分野の Kamruzzaman 博士から提案のあった「近

代的手法を用いた農業協同システムの情報紹介及びコミュニケーション技術」について

は、来年度から九州大学システム情報工学研究院と九州大学熱帯農学研究センターが実

施予定の JICA 草の根事業「ICT（Internet Communication Tool）を活用した BOP 底辺農

民の所得向上プロジェクト」とほぼ同じ内容であり、携帯電話を利用した農業情報の提

供による貧困農民層の所得改善を目指している。 

  今回のインタビューではわずかに４名の教員からのみの回答であり、しかも、これら

４名のうち３名は研究分野が「ストレス」および「環境」であったため、実施中の研究

内容や今後日本の大学と希望する共同研究の内容が偏っていた。しかしながら、BSMRAU

には「作物学」、「植物遺伝育種学」、「園芸学」、「応用植物学」、「植物病理学」、「昆虫学」、

「土壌学」などの他の研究分野もあることから、潜在的な共同研究のテーマはきわめて

多いことが推察される。 

  先に述べたように、BSMRAU と九州大学はかつて 10 年間に及ぶ JICA プロジェクトを実

施しており、人的な交流だけでなくこれまで多くの機材を投入してきた。今回の調査で、

日本の大学との共同研究を実施することへの期待は大きいと思われたが、先に投入した

施設や機材の老朽化を改善することや最近の研究に対応できる機材への希望もみられた

ことから、今後、共同研究を実施する際にはこの点にも配慮すべきかもしれない。 

  なお、以下に BSMRAU で得られた 4名の教員の回答を掲載する。 
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Dr. Jalal Uddin Ahmed の回答① 
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Dr. Jalal Uddin Ahmed の回答② 
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Dr. Md. Rafioul Islam の回答 
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Dr. Md. Moin Uddin Miah の回答 
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Dr. M. Kamruzzaman の回答 
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4-3-3 カンボジア 

田島茂行（香川大学農学部教授・香川大学副学長（学術・広報担当）） 

 

１．出張期間：平成 22 年 1 月 27 日（水）～平成 22 年 2 月 4日（木） 

 

２．訪問先機関・面会者名： 

①バッタンバン大学（UBB） 

Dr. Visalsok Touch 学長 

Mr. Pao Srean 学長補佐（研究開発担当） 

 Mr. Samell Keo 学長補佐（国際交流及び広報担当） 

 Mr. Em Totim Sieng 教育学部長 

②カンボジア王立農業大学（RUA） 

 Dr. Bunthan Ngo 副学長 

 Dr. Mom Seng 大学院長 

  Mr. Thong Kong 農産学部副学部長 

 Mr. Rithy Chrun 農産学部講師 

③Takeo 州焼酎製造農家 

 Mr. バット 焼酎製造農家 

 Mr. チャン 焼酎製造農家 

④Kurata Pepper Co., Ltd. 

倉田 浩伸 社長 

 

３．訪問日程概要： 

 1 月 28 日（木）～29 日（金）： University of Battanbang(バッタンバン大学) 

 1 月 31 日（日）： KURATA PEPPER Co.,Ltd. 

 2 月 1 日（月）： Royal University of Agriculture(王立農業大学) 

 2 月 2 日（火）： Takeo 州焼酎製造農家 

 

４．調査内容： 

農林水産分野における海外援助ニーズ調査及び日本の大学等との共同研究プロジ

ェクトシード調査のためカンボジア・バッタンバン市に於いてカンボジア初の総合大

学であるバッタンバン大学を訪問し大学執行部に聞き取り調査を行った。その後及カ

ンボジア・プノンペン市に移動後、同国農林水産教育分野で最も歴史のある王立農業

大学を訪問し、聞き取り調査、学生・研究交流の可能性を討議した。更に有機胡椒栽

培で実績のある KURATA PEPPER Co.,Ltd.をプノンペン市内に訪問し、各種産業支援ニ

ーズについて聞き取り調査を行った。その後、タケオ州に於ける焼酎農家を訪問し、
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海外援助シーズ調査及び技術援助訪問を行った。 

 

４－１．海外援助ニーズ調査 

①バッタンバン市及びバッタンバン大学（UBB）における調査 

カンボジア第二の都市バッタンバン市にある国立総合大学 UBB を訪問し、大学教員、

学生にたいして海外援助ニーズ調査を行った。UBB から車で 3 時間程度の距離にもか

かわらず学長自らシアムレップ空港まで大学の車で迎えに来ていただき、直ちに詳細

な聞き取り調査を車中から始めることが出来た。学長は香川大学農学部早川学部長の

指導で農学博士学位を取っており、最後まで直接調査に協力していただいた。同学長

の話ではカンボジアは急速に復興しており、産業の振興を担う人材養成・インフラ整

備が愁眉の課題であると言うことであった。 

バッタンバン市近郊の農産物（果物や野菜）についても、大きさは小振りであるが

味は非常に良いという事で現地市場を見学し、各種農産物を試食した。たしかにミカ

ン、バナナ、キャベツなど果物・野菜とも糖度が高くそのとおり美味であった。野菜

は在来種が多いようであり、確かに小振りであった。栽培種も統一されていないよう

であり、遺伝資源としても興味ある地域である。 

農産物の味の良い原因は土であるということであり、バッタンバンは特に良い生産

物を出していると言うことであった。原因が土であるということは、植物栄養を専門

とする筆者にとって非常に興味のあるところであり、調査してみたい題材である。バ

ッタンバン周辺は見かけ上は黄色粘土のような土壌であるが、湖から来る氾濫原土壌

養分の影響であろうか、一種の塩湖になり、塩分の影響で野菜の糖度が上がるのであ

ろうか、興味のあるテーマである。 

学長の説明によれば、カンボジア政府副首相 H.E. Sar Kheng 氏の指導の下に、本

大学は創設され、医学部の開設を来年に予定し、図書館など大規模な建物もアメリカ

へ移住したカンボジア人の寄付により進んでいると言うことであった。確かに 4階建

ての大規模な校舎が建築中であり、エレベータは見あたらなかったが、講義室、職員

室などのある程度のインフラは整備されている。カンボジア初の総合大学（現在 5学

部）であり、教員宿舎も非常に簡素な作りであったが、40 人程度の入居が可能な規模

で整備されていた。宿舎の経費は教員すべて無料だそうで安い給料の問題を補填して

いる。その代わり土日も講義がある関係上、教員の講義や会議への拘束も週 7日にわ

たるそうであり、このような手弁当スタイルの大学運営が活気を生んでいるようであ

った。教員の不足には民間技術者、海外からの非常勤講師を利用して対応している。

例えば、原子核工学の講師を韓国民間会社から招いており、核物理学、原子炉工学の

講義をしている。当該講師と話したところカンボジアが原子炉を持つ予定はなく講義

の体系上招かれて講義していると言うことであった。 

田島と香川大学早川教授は大講堂で 400 名程度の学生の前で講演を依頼された。学
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生は熱心に英語での講演を聞いており、質問も幾つかあるなど真面目な態度が印象的

であった。 

学長とは香川大学など日本の大学との共同研究、学術交流を期待する旨意見表明が

あり、大学執行部と香川大学が学術交流協定 MOU 原稿を使って意見交換を行った。各

項目について質疑応答があったが、出来るだけ早く学生交換も含めた MOU を調印する

旨合意した。今回の訪問では早川香川大学教授が研究室学生 5名を同行しており、学

生交流もある程度実績があることになり、急速に交流が進む基盤は出来たと考える。 

大学内の植物生産施設や食品加工実験室などの研究施設を見学した。焼酎の醸造や

植物組織培養の施設が目についたが、設備そのものが絶対的に少ない上に、低い給水

圧、頻繁な停電、配電圧の激しい変動など問題が多く、コンピュータも突然の停電で

データが飛ぶことが多いという話であった。日本に実験機器を単純に導入する場合は

電源の安定装置が必要であろう。 

食品加工部門で行われている焼酎生産は品質及び生産性の向上を目標にしており、

市場での販売を想定した大学名の商品も出来ていた。販売ターゲットは一般市民と言

うことであり、我々も焼酎の地元生産支援に来ているというと非常に興味を示してき

た。 

植物関係の部門では、農場を案内していただいたが、現地作物の収集、蘭やバナナ

の組織培養を行っていた。バッタンバンの重要作物であるミカンに greening desease

が発生し大きな被害が出ている旨相談を受けたが、タイでもミカン栽培が同じ病気で

大被害を受けており、急速に広域的問題になるのではないか、と感じた。バナナも

greening desease の被害があるようであり、植物病害が大きな問題である。 

バッタンバンでは高品質の穀物、野菜、果物が生産されていたが、現地では品質が

高くても、生産量は少なく販路もはっきりしないためタイなどの近隣諸国へ売るため

には、特産品種の固定、栽培技術の改善、栽培規模の拡大・出荷体制の確立、食品産

業との連携が必要であろう。農産物単価も中国産に比べて高いそうで、中国との FTA

がすぐに実施されることを考えると農業の体質改善は愁眉の課題と思われた。大きな

川が国を貫通しているのであるからインフラ整備さえすれば、バッタンバンは地理的

にタイやラオス、中国にアクセスが良く大規模な農産物生産基地及び食品産業の養成

が可能であると思われる。 

聞き取り調査の結果、取りまとめた海外援助ニーズは以下のようである。 

１）広範な人材養成実習教育プロジェクトへの援助 

創立3年でUBBは現在の5学部及び来年に設立される医学部に対応した校舎の建設、

新入生の受け入れ、教員の確保、カリキュラムの設定、教材及び実験室の整備など急

速に教育インフラの整備を行っており、Dr. Visalsok Touch 学長、Mr. Pao Srean 学

長補佐（研究開発担当）、Mr. Samell Keo 学長補佐（国際交流及び広報担当）、Mr. Em 

Totim Sieng 教育学部長と会議を持った場で、大規模な実習関係設備の援助を日本
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政府に希望している旨、説明があった。同大学はカンボジア王国に於いて総合大学と

しての規模、構想を持つ唯一の存在であり、カンボジアの指導者養成大学と文部科学

省から位置づけられていると説明を受けた。政府・産業界への幹部人材の供給への教

育援助は日本にとって愁眉の課題であると感じ、出来る限りの協力をする旨を説明し

た。 

２）減農薬農産物生産のための農薬分析機器援助 

Dr. Visalsok Touch 学長、Mr. Pao Srean 学長補佐（研究開発担当）との話の中

で農薬分析のための機器・技術者派遣の依頼があった。バッタンバン州はカンボジア

に於ける農業生産基地として重要であり、今後とも生産技術を上げていく必要がある

が、現地の農家が大量の農薬を規制なしに使用している現状があり、特に新鮮野菜の

汚染が多いことを示された。香川大学農学部はタイのチェンマイ大学に於いて三重大

学生物資源学部と協力して農薬分析センターを立ち上げ減農薬プロジェクトを支援

している事から種々のデータ・経験を蓄積しており、この点についても協力したい旨

を述べた。 

３）有機農業栽培に有効な総合的植物防疫技術援助 

ミカンやバナナで greening desease が広がっていることを前述したが、現地の農

薬散布技術は体系的でなく、害虫の検定もないことから耐性菌・耐性昆虫が容易に広

がる現状にある。したがって、現地の農民はあり合わせの材料を使用する有機農業へ

の指向性が高い。ニームの利用や EM 的資材にたいする過大評価もあり、適切な有機

農業技術・資材に対する援助希望が強かった。 

４）畜産プロジェクトへの技術指導援助 

熱帯地方では畜牛生産は困難な点が多いが、農家は牛を財産として尊重する気風が

強く、大学農園でもかなり大規模な畜舎が整備されていた。しかし、牛を集めている

だけで畜産技術の向上に向けた研究は進んでいない。牛の値段は高く、自主技術を創

り上げることは短時間では無理であるので、この分野は援助希望が強かった。 

 

②カンボジア王立農業大学（RUA） 

田島及び小川雅廣香川大学農学部教授の 2名でプノンペン市にある RUA を訪問し海

外援助ニーズ調査を行った。名古屋大学から派遣されている黒田考博士後期課程院生

の便宜で、車を手配していただいた。RUA では次期学長と予定されている Dr. Bunthan 

Ngo 副学長、Dr. Mom Seng 大学院長、Mr. Thong Kong 農産学部副学部長、Mr. Rithy 

Chrun 農産学部講師と会議を持ち、海外援助ニーズについて意見を戴いた。 

Dr.Seng の紹介で、農産物加工に関する教育研究を行っている農産学部を訪問した。

農産学部では、Kong 副学部長、Chrun 講師らの案内で、パイロットプラント（味噌、

納豆、ソーセージ、缶詰などを製造）、農産物保管庫、微生物検査室などを見学した。

各建物は一応設備があり、ひととおりの微生物実験が出来るという印象を受けた。見
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学後、小川教員が香川大学で行っている食品科学の研究（オリーブの未利用資源の有

効活用法や食肉の肉質改良法などについて）を、田島が共生窒素固定に関する研究を

RUA の教職員および学部 2，3年生および教職員合計 40 名の前で紹介した。 

研究交流としては、早川学部長は低温乾燥機の説明をされ、農産物、特に果物、野

菜の乾燥が製品化に有効ではないかという示唆をされた。 

聞き取り調査の結果取りまとめた海外援助ニーズは以下のようである。 

１）教育研究用農産製造教育設備の援助 

同大学はカンボジア王国に於いて農業大学として最長の歴史を持つ大学であり、カ

ンボジアの農業指導者養成大学と位置づけられている。学内を見た印象ではごく簡単

な実習施設、実験設備はあるが、使用頻度を上げると使用できなくなるレベルのもの

である。日本からの教育ボランティアの方に聞いても電圧が不安定でオートクレーブ

が直ぐ壊れる、電圧が低いときがあり温度が上がらない、停電が多い、断水が多い、

などの現状説明があった。JICA を経由した農産製造設備の大学への支援援助希望があ

った。 

２）共同研究のための農産製造設備・技術、特に畜産食品製造技術の援助 

畜産物加工パイロットプラントが動いているが、品質管理、特に衛生管理で問題が

あり、技術指導希望があった。施設と実験機器の導入が必要と思われるが、特に現地

で生産されている小型のソーセージについて日本の技術を導入して品質改善を行い

大学発の成果にしたい旨、希望が強くあった。低温急速乾燥装置を使った乾燥野菜製

造、販売のプロジェクト作りにたいする技術援助要請もあった。 

 

③Takeo 州焼酎製造農家 

黒田院生の案内で、名古屋大学松本教授の指導を受けている Takeo 州にある焼酎製

造農家を訪問した。訪問先の農家では母系家族４軒が小さな集落をつくって互いに協

力し合って焼酎を製造していた。今回は、バット氏とチャン氏の２軒の焼酎製造現場

を見学させてもらった。焼酎の生産は一段発酵の沖縄の泡盛生産に似た形式で行われ

ていた。主原料には自ら栽培したコメを用いていたが、近在の農家から仕入れた米も

使っているようであった。我々が訪問した時期は米の収穫期であり、焼酎生産に適し

た米を使用しているとの事であった。この焼酎を造っている 2名は学校の教師でもあ

るらしく、カンボジアの水準ではかなりの知識人ではないかと思われた。私が持参し

た日本の焼酎を飲み比べて、焼酎品質品評会のようになったが、持参したアジアに於

ける焼酎の生産を書いた本（日本語）を見せたところ、バット氏は挿絵や蒸留器の写

真、焼酎の日本での価格に興味を持って質問してくるなど知識欲旺盛であると思われ

た。彼の焼酎は特に品質が高いと思われた。コメを蒸した後、室温近くまで冷却し、

その蒸米に市販の発酵用微生物粉末（麹と酵母菌と思われる）を均一に添加する過程

を見学することが出来た。約４日間発酵後に一段蒸留器で蒸留したものを回収して、

 - 78 -



名古屋大学「農学知的支援ネットワーク」 
 

買い取り業者へ出荷していた。日本の基準では乙種になると思うが、一段発酵である

ので、アルコール生産の効率は良くなく、発酵残渣を養豚と結びつけてうまみが出て

くると思われた。 

本視察で現状の農家の焼酎製造工程においていくつか気がついた点を述べたい。 

一つ目は焼酎の品質を左右するといわれる蒸留温度の管理である。この部分は妻の

管轄と思われたが、見たところ、かなり個人毎にやる気に違いが見られた。 

二つ目は発酵温度の管理である。現状では厳密な温度管理は不可能であるが、発酵

室の構造が各農家で差があり、温度管理も程度がかなり違うのではないかと思われた。

温度データーロガーは安価であるので、一度温度を記録し、発酵温度と焼酎の品質と

の関係を明らかにしておく必要がある。 

三つ目は各農家の焼酎を飲み比べたが品質にかなり差があると思われた。この場合

の買い取り価格をどう設定するか、農家のやる気を引き出す効果があるのかどうか、

検討する必要があると思われる。 

四つ目は井戸の水の水質である。蒸留酒であるので毒性はないと思われるが、浅井

戸で濁っており発酵に適した無機成分が十分あるかどうか、成分に阻害物質がないか

どうか、調べてあるか気になったところである。 

現地で聞き取り調査の結果、取りまとめた海外援助ニーズは以下のようである。 

１）焼酎生産の発展方向に関する経営指導 

 生産農家から今後の焼酎買い取りの継続性、豚の餌として蒸留残渣を利用したとき

の効率、豚の販売時の価格、など経営的指導に対するニーズがあった。 

プロジェクトが終了したときの自立体制について指導を継続して欲しいという希望

であった。 

２）蒸かし米に添加する酵母・麹の品質、使用する井戸水の品質についてどのよう

に確認したらいいのか、指導援助の希望があった。 

 

④プノンペン市にある KURATA PEPPER Co.,Ltd.の倉田社長にも聞き取り調査を行った。

本社の庭を現地日本人やカンボジア人に開放し、そこでカンボジアの農産物を使った

日本の伝統食品の製造販売や文化交流を行っていたが、JICA 関係者が多く参加してお

り意見交換をすることで貴重な情報を得ることが出来た。倉田社長からはカンボジア

のコショウの木の栽培から各種胡椒製造までの工程の説明を受けたが、早川学部長が

紹介した低温乾燥技術について非常な興味を示しており、今後コショウを含めた各種

食品の加工法改善および新製品の開発に向けて技術協力していくことで合意した。 

聞き取り調査の結果、取りまとめた海外援助ニーズは以下のようである。 

１）胡椒、果物など現地農産物の急速低温乾燥技術に対する技術援助 

 現地には胡椒や熱帯果実、カンボジア特産野菜など特徴のある農産物があるが、加

工技術が未発達である。ここに日本の最先端食品加工技術を導入すれば、世界に高価
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に販売できる事が考えられる。例えば、胡椒も低温乾燥することで香りの高い緑色の

胡椒が製造できると思われる。 

 

４－２．日本の大学等との共同研究プロジェクトシード調査 

本調査はカンボジア王国を対象として実施したが、４－１．に記述した援助ニーズ

を受けて、以下のプロジェクトを提案する。日本の大学と連携して、援助受け入れ能

力を発揮できる最低限の条件整備が、今回調査したカンボジア 2大学に出来つつある

と判断して、下記のプロジェクトを提案する。 

１）農産物の安全性に関する設備導入と人材育成 

 バッタンバン大学において農産物の安全性に関する残留農薬分析装置及び分析技

術を習得するための教育人材派遣のプロジェクトを提案する。カンボジアでは農薬の

使用が統制されておらず、農薬分析結果を遵守する指導体制が取れていないが、中国

FTA との関連でも輸出用カンボジア農産物の安全性を担保する施設が必要である。カ

ンボジアの農産物は中国産より安く、輸出が可能であると考えられているが、中国側

で禁止農薬が検出されれば輸出は止まる。タイでは同様の事例で中国への輸出が困難

な事例が出ている。このためにカンボジアでの分析体制が必須である。カンボジア農

業省の体制が不十分であれば、理学部と農学部を持つバッタンバン大学に施設を導入

し分析技術の導入指導を行う必要がある。カンボジア国民のための安全性確保と共に、

農産物輸出に必須のプロジェクト提案をしたい。 

 

２）乾燥野菜など現地の野菜など農産物を加工する設備導入と人材育成、輸出系地

域産業の創設 

 王立農業大学は農産物加工の施設、学科があり、設備導入のインフラがある程度整

備されている。導入技術や設備受け入れの対象になる教員組織も整備されており、各

種の農産加工品製造も行っている。しかしながら設備は原始的なものが多く、教育の

ための設備も不十分である。カンボジアの野菜や畜産品を原料とした農産物加工のた

めの設備・技術援助を JICA や日本の大学が連携して行い、パイロットプラントの稼

働、人材養成を行うと共に現地のジェトロ、製造系民間会社と連携して経費捻出、企

業創成を行う事が出来ると思うと思われる。経営的技術指導も行い、近隣諸国及び日

本など外国への輸出産業に育て上げることも可能であると思われる。 

 

３）その他 

ポルポト政権による人材の喪失から、人材不足の状態が続いており、早急に大学に

おける高度職業人人材養成を進める必要があるが、海外で博士学位を取得し活躍の場

がない人材はかなりの数存在することから、これらの人材が教員として活躍できる場

を整備する必要がある。そのためには日本から大学の設備整備に対して積極的に援助
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する必要があると同時に、中国のように大学が収入を得る方策も指導する必要がある。 

更にトップの人材が少ないことから相互信頼の形を作り、交流実績を積み重ねるこ

とが必要である。特に中長期的視点に立った長期滞在型の指導者派遣、日本の大学と

の交流協定にもとづいた学生交流、現地で緊急に必要とされる設備・人材援助を進め

る必要がある。 

カンボジアは歴史的背景からタイやベトナムなどの近隣諸国と政治・文化状況は緊

迫している部分があり、この点に配慮した連携体制作りが必要である。ラオスや日本

が体制作りに関与し、近隣諸国との連携組織を作っていくことは重要であると思われ

る。 
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4-3-4 ウガンダ、ケニア、マダガスカル 

槇原大悟（名古屋大学農学国際教育協力研究センター准教授） 

 

１．出張期間：平成 22 年 1 月 16 日（土）～2月 4日（木） 

 

２．訪問先機関・面会者名： 

2-1. ケニア 

1) JICA ケニア事務所 

高橋嘉行 事務所長 

河澄恭輔 次長 

宮田夏江 企画調査員 (農業農村開発担当) 

2) CARD 事務局 

平岡 洋 JICA 長期派遣専門家 

3) ケニア農業省 

Ms. Bibiana M. Walela 作物副部長 

4) ナイロビ大学 

Prof. Agnes W. Mwang’ombe 農獣医学部長 

5) ケニア農業研究所 (KARI) 

Mr. Raphael Ngigi プログラムオフィサー (食用作物知的財産権担当) 

6) ジョモケニヤッタ農工大学 (JKUAT) 

Prof. Esther Murugi Kahangi 副学長 (研究、生産、普及担当) 

2-2. マダガスカル 

1) JICA マダガスカル事務所 

笹館孝一 所長 

大隅悦子 企画調査員 

2) マダガスカル直播グループ (GSDM) 

Dr. Olivier Husson CIRAD 派遣研究者 

Mr. Rakotondramanana 事務局長 

3) 農村開発研究センター (FOFIFA)-本部 

Dr. Razafinjara Aime Lala 所長 

Ms. Rabenantoandro Yvonne 科学部長 

4) JICA 中央高地コメ生産性向上プロジェクト (PAPRIZ) 

中野久雄 プロジェクトリーダー 

竹越 久美子 プロジェクト調整員 

中村公隆 JICA 長期派遣専門家 

新井圭介 JICA 短期派遣専門家 
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5) 農村開発研究センター (FOFIFA/CALA) 

Dr. Berojo A. Rabarimandimby 所長 

6) AVRDC-野菜育種種子生産システムプログラム (vBSS) 

Dr. Rabemananjara Dodelys Andriantsimialona 植物生理学 

Dr. Benjamin Rakotoarisoa リエゾンオフィサー 

Dr. Martin Agyei Yeboah 野菜育種 

7) フランス農業開発研究国際協力センター (CIRAD)-Antsahatanteraka 

Ir Philippe Grandjean プロジェクト・チーフ 

8) フランス農業開発研究国際協力センター (CIRAD)-アンチラベ 

Dr. Julie Dusserre CIRAD 派遣研究者 (アンチラベ) 

Dr. Eric Scopee CIRAD 派遣研究者 (アンチラベ) 

9) FIFAMANOR（農村開発応用研究センター） 

Mrs. Ramalanjaona Vololoniaina 所長 

Mr. Randrianaivoarivony Jean Marc 研究部長 

10) アンチラベ農業機械化訓練センター (CFAMA) 

Mr. Joko Pitoyo JICA 第三国専門家 (PAPRIZ) 

Mr. Ramiaramanantsoa Andriandrandrainarivo 所長 

11) 農村開発研究センター (FOFIFA)-アンチラベ 

Mr. Razakamiaramanana 所長 

Mr. Alain Ramanantsoanirina 研究員 

Mr. Richard Randriamanantsoa 研究員 

Dr. Louis Raboin CIRAD 派遣研究者（イネ育種） 

12) TAFA 

Mr. Andrianasolo Hasina Mandimbisoa  

13) アンタナナリボ大学 

Prof. Jean Rasoarahona 農学部長 

Prof. Panja A. R. Ramanoelina 教授 

Prof. Ramamonjisoa Bruno Salomon 応用研究ラボラトリー教授 

14) フランス農業開発研究国際協力センター (CIRAD)-アンタナナリボ 

Dr. Pascal Danthu 森林生物多様性プロジェクト・リーダー 

2-3. ウガンダ 

1) マケレレ大学 

Prof. Samuel Kyamanyawa 農学部長 

2) 国立農業研究機構作物資源研究所 (NaCRRI) 

Dr. James A. Ogwang 研究所長 

坪井達史 JICA 長期派遣専門家 (ネリカ振興プロジェクト) 
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3) 国立農業研究機構 (NARO) 

Dr. J. Magyembe Mwesigwa 競争的農業研究資金調整担当部長 

 

３．訪問日程概要： 

2010 年 1 月 18 日 (月)：JICA ケニア事務所、CARD 事務局、ケニア農業省 

2010 年 1 月 19 日 (火)：ナイロビ大学、KARI、ジョモケニヤッタ農工大学 

2010 年 1 月 25 日 (月)：JICA マダガスカル事務所、GSDM、FOFIFA-HQ 

2010 年 1 月 26 日 (火)：PAPRIZ 

2010 年 1 月 27 日 (水)：FOFIFA/CALA、AVRDC/vBSS、CIRAD 

2010 年 1 月 28 日 (木)：FIFAMANOR、CFAMA、FOFIFA/CIRAD、TAFA 

2010 年 1 月 29 日 (金)：アンタナナリボ大学、CIRAD、JICA マダガスカル事務所 

2010 年 2 月 1 日 (月)：マケレレ大学、NaCRRI 

2010 年 2 月 2日 (火)：NARO 

 

４．調査内容： 

4-1．海外援助ニーズ 

1) JICA ケニア事務所、CARD 事務局 

 農学知的支援ネットワークや海外援助ニーズの調査、今後の活動予定等に関する説明を

行った。JICA ケニア事務所および CARD 事務局からは、ケニアの稲作振興に関する協力活

動を中心に情報提供を受けた。JICA は、AICAD を通じて、農業省によるネリカ普及のため

の研修と種子の配布を支援する予定であるとのことであった。ケニアにおけるネリカ普及

事業については、当面、AICAD を通じて支援し、農業省に派遣予定の JICA 専門家（稲作ア

ドバイザー）に引き継ぐ予定である。ケニアの稲作においては、水不足といもち病に対す

る対策が必要であるとのことだった。また、USAID がケニア西部（ビクトリア湖周辺）に

おいて、民間精米所の強化に対する支援を計画しているとの情報を得た。 

  

2) ケニア農業省、ナイロビ大学、KARI、ジョモケニヤッタ農工大学 

標記機関については、平成 19 年度にニーズ調査を実施したが、より多くの情報を収集す

るため、再訪した。国際協力イニシアティブ事業や農学知的支援ネットワーク等に関する

説明を行い、平成 21 年度「知的援助に対する開発途上国のニーズに関するアンケート調査」

への協力を依頼した。 

ケニア農業省および KARI は、2018 年までにコメ生産量を倍増するため、ネリカの普及

を JICA/AICAD からの支援を受けて実施している。ネリカの普及の他、灌漑稲作の拡大が計

画されているが、十分な予算が確保されていないのが現状である。また、KARI では、近年、

在来作物（orphanage crops）や低利用作物に関する研究も注目されている。ナイロビ大学

農学部では、ヨーロッパやアメリカ等との共同研究は多く実施されているが、日本との共
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同研究は行われていない。日本との関係強化は、ナイロビ大学にとっても望ましいことで

あり、日本からの具体的な提案を望むとのことであった。ジョモケニヤッタ農工大学は、

設立の経緯から日本との関係が強く、現在も名古屋大学や岡山大学との共同研究が行われ

ている。 

 

3) JICA マダガスカル事務所 

 農学知的支援ネットワークや海外援助ニーズの調査、今後の活動予定等に関する説明を

行った。JICA マダガスカル事務所からは、マダガスカルの政情、農業セクターの概要、農

業研究機関の活動状況等について、情報提供を受けた。2009 年 3 月に発生した政変の影響

から、マダガスカルにおける新規の国際協力案件の開発は、現在中断されているとのこと

だった。稲作を中心とする農業はマダガスカルの基幹産業であり、農業分野を対象とした

国際援助や国際共同研究も数多く存在する。マダガスカル国内の研究機関や大学は独自の

研究予算をほとんど持っておらず、研究活動は海外の研究機関の資金に頼っている。特に、

フランスの CIRAD との共同研究が活発である。研究人材の不足は深刻であり、人材育成は

重要な課題である。JICA は、現在、マダガスカル農業省をカウンターパートにして、中央

高地コメ生産性向上プロジェクトを実施している。 

 

4) マダガスカル直播グループ (GSDM) 

 GSDM は、作物の直播技術、輪作、不耕起栽培、被覆作物の導入等を中心とした保全型農

業の普及研究のためのネットワークであり、マダガスカル国内の 16 機関が参加している。

仏開発庁（AfD）の援助を受け、プロジェクトのコーディネーションとモニタリング、情報

提供、ガイドラインの整備、研修の実施など多岐にわたる活動に取り組んでいる。GSDM が

関与している活動の多くは、フランス語圏諸国との協力によるものである。特に CIRAD は、

GSDM に常駐する研究者を派遣するなど、密接な協力関係にある。GSDM は、CIRAD が中心と

なって進めている高地における陸稲栽培技術の開発にも参画している。マダガスカルにお

ける陸稲栽培においては、酸性土壌に起因するリン酸欠乏、冷害、いもち病、乾燥と湿潤

が繰り返される条件への適応性などが問題となっているとのことであった。 

 

5) FOFIFA-HQ 

 マダガスカル国立の農業研究機関である FOFIFA では、食糧安全保障を最も重要な研究課

題として位置付けている。研究対象には、作物、森林、水産および畜産分野が含まれ、主

に作物生産、農産物の品質向上、資源保全、付加価値付与、食品加工に関する研究に取り

組んでいる。FOFIFA は首都であるアンタナナリボにある本部の他、全国 6か所に支所を有

する。2008 年に国民教育科学研究省から農業省に所管が移った。独自の研究予算は、極め

て不足しているため、海外の研究機関との共同研究が主な活動となっている。特に CIRAD

との共同研究は活発である。日本の大学等がマダガスカルで共同研究を行う場合のカウン
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ターパートとして考慮すべき研究機関である。すでに海外との共同研究に参加している研

究者も多いため、共同研究テーマやカウンターパート研究者の選定にあたっては、すでに

他国との共同研究として実施されている研究テーマとの重複・類似性などに注意する必要

がある。 

 

6) JICA 中央高地コメ生産性向上プロジェクト (PAPRIZ) 

 プロジェクト実施地のひとつであるアロチャにおいて、デモンストレーション圃場を視

察した。アロチャの灌漑水田地域では、11月下旬に播種、12月に田植えを行い、5月中旬に

収穫する1期作が行われている。最も多く栽培されている品種は、晩生で収穫までに約180

日を要するMK34（通称：マカリオカ）である。MK34の突然変異品種であるMKマラディは、

若干栽培期間が短い。アロチャ地域における籾収量は、約2.6 ton/haに過ぎず、品種開発

や栽培技術の改善が必要とされている。技術普及に先立ち、現地の農家が行っている伝統

的な稲作技術についても十分調査する必要がある。これらの課題の解決に日本の研究者が

共同提案プロジェクトを通して協力することは、有意義であろう。 

 

7) FOFIFA/CALA、AVRDC/vBSS、CIRAD-Antsahatanteraka 

FOFIFA/CALA は、イネ病害の生物防除方法の開発、イネの種子増殖、イネ、マメ類、ト

ウモロコシ等の育種などに取り組んでいる。いずれも海外からの援助・共同研究による取

り組みである。FOFIFA/CALA においても、研究人材の不足が大きな問題となっている。CIRAD

は、2003 年以来、アロチャ地域において、土地登記、農業技術移転のための研修、マイク

ロファイナンス、農民組織化などに取り組んだ実績がある。AVRDC は、アンタナナリボと

アロチャを拠点にマダガスカルの風土に適した野菜の育種と種子生産システムの構築に関

するプロジェクト（vBSS）を実施している。同プロジェクトは 2010 年に終了し、AVRDC の

研究者はマダガスカルから引き上げる予定である。農業多様化を促進し、農村部の食生活

改善に貢献することが期待できる野菜の育種と種子生産システムの構築は、マダガスカル

における重要課題の一つである。 

 

8) FIFAMANOR、CFAMA、FOFIFA/CIRAD-アンチラベ、TAFA 

 FIFAMANOR は、1972 年にノルウェーの支援によって設立されたアンチラベを本部とする

農業省傘下の国立農業研究機関である。運営資金の約 50%はノルウェーの NORAD から拠出

されている。研究施設も NORAD からの援助によって整備さている。また、世銀のプロジェ

クト（Rural Development Support Project）を受託している他、CIP、CIMMYT、IFAD など

とも連携している。主にイモ類、コムギ、飼料作物、牛乳の生産に関する技術開発、現地

適応化試験および普及活動に取り組んでいる。飼料作物に関する研究では、CIRAD とも連

携している。7名の研究者が所属する他、独自の普及員も有する。FOFIFA とは、研究対象

作物が異なる。 
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 FOFIFA-アンチラベは、CIRAD との密接な協力関係の下、2001 年から持続的陸稲栽培シス

テムを確立するための研究「Sustainable Farming and Rice Cropping Systems (SCRID)」

に取り組んでいる。研究内容には、いもち病耐性および耐冷性イネ品種の育成、直播技術

と被覆作物の利用による保全型農業の確立、遺伝資源の収集などが含まれる。研究活動は、

多くの機関との連携によって実施されている。連携機関には、アンタナナリボ大学、

FIFAMANOR、AFA、GSDM、WARDA、IRRI、ASARECA 等が含まれる。アンタナナリボ大学の大学

院生が同プロジェクトに参加し、修士あるいは博士号を取得できるようになっている。 

 TAFA は、GSDM において中心的な役割を果たす NGO であり、直播技術と被覆作物の利用に

よる保全型農業の確立に関する研究と普及活動を行っている。在来種、外来種を含む多種

の被覆作物による土壌侵食防止、土壌肥沃度改善、雑草抑制効果等に関する実験データが

蓄積されている。 

 CFAMA は、農業機械化のための研修、職業訓練等を行う機関であり、研究活動は行って

いない。FOFIFA と連携し、陸稲の種子生産などを行っている。 

   

9) アンタナナリボ大学 

 アンタナナリボ大学は、約 1 万 2000 人の学生を擁するマダガスカル随一の総合大学で

ある。また、マダガスカルで農学部を有する国立大学は、アンタナナリボ大学のみである。

作物、畜産、水資源森林、農業経営、食品の 5学科があり、毎年約 90 名の学生が入学する

が、卒業できる学生は限られている。農学部の教員は約 40 名である。2003 年に博士課程

を開設し、2010 年までに 15 名に博士号を授与している。博士課程在籍者のほとんどは、

海外機関による研究プロジェクトに参加しており、その研究によって博士論文を作成する。

アンタナナリボ大学の教員と海外研究機関の研究員が共同で学生の指導に当たる。特に

CIRAD、IRD、CIFOR、AfD などによる研究プロジェクトが実施されている。政府による研究

資金は無く、大学の研究活動は主に海外の研究機関との共同研究に依存している。研究内

容は、主に食糧安全保障、保全型農業、気候変動と環境保全、生物多様性等に関するもの

である。また、フランス政府は、マダガスカルの高等教育システムの改革を支援している。

アンタナナリボ大学は、マダガスカルの農業分野における人材育成に重要な役割を果たし

ているが、人材は不足しており、研究施設等も十分ではない。 

 

10) CIRAD-アンタナナリボ 

 CIRAD アンタナナリボは、森林と生物多様性保全に関する研究に取り組んでいる。また、

マダガスカルにおける CIRAD のリエゾンオフィスとしての役割も果たしている。マダガス

カルは、CIRAD にとっての最重要国であり、25 名の研究者が派遣されている。CIRAD の研

究プロジェクトには、18 名の学生が参加し、博士号の取得を目指している。また、修士課

程の学生も多数参加している。 

 CIRAD は研究活動に加え、農村開発や普及活動も実施する機関である。CIRAD の研究プロ
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ジェクトには、マダガスカルに派遣されている研究者に加え、フランス本国の研究者も参

加している。フランスやベルギー、スペイン、イタリアの大学等が参加するプロジェクト

もある。CIRAD の研究プロジェクトは、マダガスカルのニーズに基づいて形成され、研究

資金はフランス政府の他、EU 等の国際機関からも得ている。研究資金の多くは、プロジェ

クト実施のためのコモンバスケットに入れられる。 

CIRAD は、マダガスカル国内の研究普及機関との間に強力なネットワークを構築してお

り、国際共同研究の実施に関する多くのノウハウを有している。日本の大学がマダガスカ

ルにおいて共同提案プロジェクトを実施するに当たっても、CIRAD の持つノウハウは極め

て有用であろう。 

 

11) マケレレ大学、NaCRRI、NARO（ウガンダ） 

 標記機関については、平成 19 年度にニーズ調査を実施したが、より多くの情報を収集す

るため、再訪した。国際協力イニシアティブ事業や農学知的支援ネットワーク等に関する

説明を行い、平成 21 年度「知的援助に対する開発途上国のニーズに関するアンケート調査」

への協力を依頼した。マケレレ大学農学部および NARO からは、日本との共同研究等に関す

る具体的な提案があれば、積極的に推進したいとの意見があった。 

 NaCRRI では、JICA の支援によって、稲作分野の研究・普及を担う人材の育成や普及体制

の強化を目的とする稲研究・研修センターの建設が進められており、今後、東アフリカ地

域における稲作に関する研究・研修活動の中心的役割を果たす機関のひとつとなると考え

られる。 

 ウガンダでは、灌漑水田地域においてライス・イエロー・モットル・ウィルス（RYMV）

の発生が認められ、対策の確立が喫緊の課題となっている。陸稲の連作による地力の減退

も解決すべき課題である。また、イネ研究者の人材不足解消も重要課題である。 

 

4-2．日本の大学等との共同研究プロジェクトのシーズ調査について（プロジェクト提案を

含む） 

1) ケニア 

 名古屋大学は、一橋大学、農業・食品産業技術総合研究機構農村工学研究所、愛知県総

合農業試験場山間農業研究所と協力し、ケニアのジョモケニヤッタ農工大学およびマセノ

大学をカウンターパートとして、「東アフリカ稲作振興のための課題解決型研究」を平成

23 年度までの予定で実施している。本研究では、稲作可能地域の特定とコメ生産ポテンシ

ャルの評価、冷害、旱ばつ、いもち病などの問題に対処するための育種素材の整備、ケニ

アの栽培環境に適した栽培方法の開発、ネリカ米普及のため社会経済的条件の解明などに

取り組んでいる。本研究終了後には、国際協力機関との連携や国際協力関連の助成プログ

ラム等を通じて、これらの研究成果をアフリカ稲作振興のための国際協力に活用すること

が目標となっている。本研究の成果に基づく国際協力活動を展開するためのプログラムと
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しては、「JST/JICA 地球規模課題対応国際科学技術協力事業」が適していると考えられる。

国内外の関係諸機関との意見交換を行い、同事業によるプロジェクトの立ち上げに向けた

調整を進める予定である。 

 

2) マダガスカル 

 マダガスカルの稲作に関しては、冷害、いもち病、酸性土壌に起因するリン酸欠乏、乾

燥と湿潤が繰り返される条件への適応など、緊急に解決すべき課題が多く残されている。

また、生産性改善のための栽培技術の確立、適正品種の選抜と育種、伝統的稲作技術の検

証などについても研究が必要とされている。 

JICA は、マダガスカルにおいて、中央高地コメ生産性向上プロジェクト（PAPRIZ）を実

施している。日本の大学とマダガスカルの研究機関が連携し、同プロジェクトと相互補完

できる内容の活動に対しては、JICA マダガスカル事務所による支援が得られる可能性もあ

る。今後、「JICA 草の根技術協力事業 (パートナー型)」等を念頭に置き、協力の可能性を

探求すべく、関係者と意見交換を続けたい。 
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